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○ 大学の概要

（１）現況
① 大学名

国立大学法人新潟大学

② 所在地
本部，五十嵐地区，旭町・西大畑地区 新潟県新潟市

③ 役員の状況
学長名 長谷川 彰 （平成１６年４月１日～平成１８年１月３１日）

(平成１８年２月１日～平成２０年１月３１日)
理事数 ６人
監事数 ２人

④ 学部等の構成
教育研究院

人文社会・教育科学系
自然科学系
医歯学系

学 部
人文学部
教育人間科学部
法学部
経済学部
理学部
医学部
歯学部
工学部
農学部

大学院
教育学研究科
保健学研究科
現代社会文化研究科
自然科学研究科
医歯学総合研究科
実務法学研究科

附置研究所
脳研究所

附属病院
医歯学総合病院

附属学校
教育人間科学部附属新潟小学校
教育人間科学部附属長岡小学校
教育人間科学部附属新潟中学校
教育人間科学部附属長岡中学校
教育人間科学部附属養護学校
教育人間科学部附属幼稚園

新潟大学
⑤ 学生数及び教職員数

学生数
人文学部 １，０８３ 人（留学生内数 ３人）
教育人間科学部 １，７０５ 人
法学部 １，０７１ 人（留学生内数 １８人）
経済学部 １，４３０ 人（留学生内数 １６人）
理学部 ８８０ 人（留学生内数 ３人）
医学部 １，２８９ 人
歯学部 ３４８ 人
工学部 ２，３００ 人（留学生内数 ４０人）
農学部 ７０９ 人（留学生内数 １人）

教育学研究科 ８４ 人（留学生内数 ５人）
保健学研究科 ６０ 人（留学生内数 １人）
現代社会文化研究科 ２８６ 人（留学生内数１０４人）
自然科学研究科 １，２５０ 人（留学生内数 ６１人）
医歯学総合研究科 ５３９ 人（留学生内数 ５８人）
実務法学研究科 １２１ 人

養護教諭特別別科 ４９ 人

教育人間科学部附属新潟小学校 ５０５ 人
教育人間科学部附属長岡小学校 ４３１ 人
教育人間科学部附属新潟中学校 ３５６ 人
教育人間科学部附属長岡中学校 ３５６ 人
教育人間科学部附属養護学校 ６３ 人
教育人間科学部附属幼稚園 ６６ 人

教職員数 ２，４３５ 人

（２）大学の基本的な目標等
新潟大学は，高志の大地に育まれた敬虔質実の伝統と世界に開かれた海港都市の進

取の精神に基づいて，自律と創生を全学の理念とし，教育と研究を通じて地域や世界
の着実な発展に貢献することを全学の目的とする。

この理念の実現と目的の達成のために，
１．教育の基本的目標を，精選された教育課程を通じて，豊かな教養と高い専門知識

， ，を修得して時代の課題に的確に対応し 広範に活躍する人材を育成することに置く
２．研究の基本的目標を，伝統的な学問分野の知的資産を継承しながら，総合大学の

特性を活かした分野横断型の研究や世界に価値ある創造的研究を推進することに置
く，

３．社会貢献の基本的目標を，環日本海地域における教育研究の中心的存在として，
産官学連携活動や医療活動等を通じ，地域社会や国際社会の発展を支援することに
置く，

４．管理運営の基本的目標を，国民に支えられる大学としての正統性を保持するため
に，最適な運営を目指した不断の改革を図ることに置く。

（３）大学の機構図

別紙のとおり
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新潟大学

　　　　　　　　　　　　　 　役　　員　　会　（７人）
　　 　　　（運営等の重要事項の審議）

    経 営 協 議 会
　　　 　(16人)
（主に経営面を審議）

　　　企画戦略本部
　学長，理事，評価センター長，
　　東京事務所長，専任教員，

　　学長指名の職員

　　　  大学運営会議

　　　 学長，理事，副学長，
　　　　事務局各部長

　　　　　　　　　　　　　学系，学部，研究科，センター等

　　　　　全　　学　　委　　員　　会

　　教育研究評議会
 　　　　(　42人　)
 （主に教学面を審議）

　理　事
 (副学長)
総務担当

　理　事
 (副学長)
教育担当

　理　事
 (副学長)
研究担当

　理　事
 (副学長）
社会連
携・財務
担当

　理　事

事務総括
担当

　理　事

訟務担当
 (非常勤)

施
策
等
の
提
示
・
実
施
指
示

教育研究に関する方針案等の提案

審議結果

監事室
（監事：常勤・非常勤各１人）

 （監事室補助者：総務部長，総務

課長，企画課長，財務企画課長）

 　　　　 国立大学法人新潟大学における基本的運営体制図

　学 　　長

経営方針，計画案等の提案

審議結果

　　学内委員
・学長
・学長指名の
　理事　６人
・学長指名の
　職員(病院長）

　 学外委員

　　　８人

・学長　　　　　     ・ 病院長(副学長）
・学長指名の　    ・ 附属図書館長
　理事    ５人      ・ 副学長　　４人
・学系長 ３人　　  ・ 副学系長 ３人
・学部長 ９人　 　 ・ 副学部長 ９人
・研究科長 ４人　 ・ 副病院長 １人
・脳研究所長

文部科学大臣

意見提出

意
見
提
出

　副 学 長
 　( ５人)

　　学長選考会議
　　　　（１３人）

　経営協議会　　　５人
　教育研究評議会　５人
　理事　　　　　　３人

　　事 務 局

学長が諮問する事項並びに経
営協議会及び教育研究評議会
の運営等について協議

戦略策定，情報収集・
分析，対外折衝　など
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新潟大学
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※平成18年度における再編状況については 「資料編」資料5 30Pを参照，
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情報サービス課

医学課

歯学課

総務課

管理課

医事課

病院経営戦略課

平成17年度

人文社会科学系事務部（事務長）

教育人間科学部事務部（事務長）

自然科学系事務部
（事務長４名）
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全 体 的 な 状 況

新潟大学では，法人化を契機として，学長がリーダーシップを発揮し，戦略的・効果 附属図書館では電子ジャーナルの一層の充実に努め，国立大学法人としては第1位(5)
的な大学運営を行えるよう，教育研究・業務運営等の各分野において，新たな制度の導 のタイトル数（16,980タイトル）を備えた。アクセス数は，月平均34,000件（前年
入や，組織の設置等を行った。 度25,000件）に増加した。

平成17年度には，これらの取り組みを継続し，特に実質的に機能させるよう努めると
３ 社会貢献等の取り組みともに，新たな取り組みを開始するなど，年度計画を着実に実行した。

大学や新潟大学駅南キャンパスで，各学部の特色を生かした多彩な公開講座，セ(1)
ミナー，講演会，研修会等を実施した。また，地域連携の一環として，県内の自治Ⅰ 教育研究等の質の向上
体との連携による公開講座，講演会等を実施した。さらに，高大連携事業としてオ
ープンキャンパス，学部学科体験，新潟大学模擬授業「キミも新大生！ ，県内高等１ 教育面での取り組み 」

教養科目と専門科目の授業科目区分を廃止し 平成16年度に分野・水準表示法 ベ 学校との特設提携講義や高等学校への出前授業などを組織的に実施した。(1) ， （
， ， ，ンチマークシステム）の導入により，学生が既修得内容と達成度に応じて適切な授 知的財産本部 地域共同研究センターは 新潟県大学連合知的財産本部と連携し(2)

業科目を選択できるよう授業科目の体系化を図った。このような学士課程教育の改 知財活動を強化した。この結果，国内特許出願数は62件，技術移転実績は４件，共
善のため，平成17年度に発足した全学教育機構では 「全学教育支援システム推進事 同研究数は136件，受託研究件数は116件となり，前年度より増加するとともに，金，
業 （平成17年度採択）を着実に遂行するとともに，授業科目に付している分野・水 額も１割増加した。また （株）新潟ティーエルオーと業務提携契約を締結し，連携」 ，
準表示法に関する分析を行った。その分析結果に基づき，さらなる教育改善へと進 強化による技術移転促進を図った。国立大学法人としては初めて（株）新潟ティー
行する段階にある。また，複線型履修を可能とする副専攻制度（オナーズプログラ エルオーに対して出資することを決定し，文部科学省から認可を受けた。
ム）は，平成16年度に試行的に発足した課題別副専攻に加え，平成17年度は 「法律 包括連携協定を締結している第四銀行とは 「だいし技術相談サポートサービス」， ，(3)
学 「政治学 「経済学 「電子・情報科学」等の分野別副専攻を追加し，合計19プロ を開始し，地域産業の高度化に貢献した。また，新たに新潟市，日本政策投資銀行」 」 」
グラムで本格導入を行った。平成17年度卒業生のうち，17人の学生が最初の副専攻 とも包括連携協定を結び，教育・文化・産業などの分野での連携事業を開始し，産
取得認定を受けた。 官学連携を進めた。

｢ものづくりを支える工学力教育の拠点形成｣（特色ＧＰ採択 「中越地震に学ぶ 「大学国際戦略本部強化事業」の採択を受け，国際学術研究を戦略的に推進するた(2) (4)），
赤ひげチーム医療人の育成 （医療人ＧＰ採択 「留学生大学院教育の実質化による め，国際戦略本部を設置し，パイロットプロジェクトを立ち上げた。また，国際交」 ），
国際貢献 （魅力ある大学院教育イニシアティブ採択 「裁判と法実務の国際的体験 流協定校等の研究者を招聘し，国際シンポジウムの開催や，教員・学生の交流を積」 ），

」 ， 。研修プログラム （法科大学院教育推進プログラム採択）など，各種ＧＰに採択され 極的に行い 諸外国との連携強化を図るとともに国際的視野に立った教育ができた
た事業を中心に，独自の教育プログラムを推進した。また，地域を多面的に探求す 医歯学総合病院では，医療人ＧＰ「中越地震に学ぶ赤ひげチーム医療人の育成」(5)
ることを目的に 新潟学 新潟の地質・災害を探る 越後平野の成り立ちと生活 の実施体制を整備し，平成17年度は地域の医療機関８施設に地域支援テレビシステ，「 」「 」「 」
などの新潟大学個性化科目を開講・充実した。 ムを設置，大学病院各診療科との間でテレビ会議システムによる症例検討などを行

就職部を｢キャリアセンター｣に改編し，進路相談，就職ガイダンス，企業及び官 った。また，既に８件の高度先進医療を実施しており，平成17年度には新たに顔面(3)
公庁説明会 キャリアインターンシップなど 就職支援活動の一層の充実に努めた ・頭蓋に変形のある症例に対するCT画像による３次元立体モデルを用いた新しい手， ， 。
博士課程に在籍する大学院生の研究活動活性化のため，英文誌等への論文投稿と国 術方法を開発し，高度先進医療の申請準備を行った。
際会議での研究発表に対し平成16年度より支援しており，平成17年度は配分額を増 附属学校では，附属学校運営協議会（附属学校と教育人間科学部教員とで組織）(6)
額した。 における協議を通じて，教育研究の充実に努めた。研究開発校の指定を受けた長岡

地区においては，幼・小・中の12年間を見通した教育課程の研究開発に取り組み，
研究期間３年間の成果として，カリキュラムの内容配列や指導法の改善，発達段階２ 研究面での取り組み

先端研究分野における横断型の研究体制を構築し，研究教育体制の高度化を図る に応じた評価の視点等を提案した。特別支援教育をひとつの柱としている新潟地区(1)
ことを目的とする「超域研究機構」では，新たに第Ⅱ期募集プロジェクトを公募審 では，養・小・中学校間での交流教育を進めており，附属学校運営協議会の下に設
査し，文系プロジェクトの強化，情報通信，低温物理，バイオ分野の充実，社会貢 けた軽度発達障害児教育研究班では，公開講座を実施した。
献部門の強化のため10件を採択した。また，新たに６人の流動教員を配置し研究活

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化動を支援した。
21世紀ＣＯＥプログラム「脳神経病理学研究教育拠点形成」を支援するため，新(2)

１ 法人運営体制の確立と効果的活用たに任期制の教員配置を行った。また，脳病理標本をデータベース化し，世界をリ
ードする脳神経病理学の研究拠点をネットワーク上に構築するため，ネットワーク 学長がリーダーシップを発揮するとともに，円滑な法人運営を行うために 「企画，
の高速化，病理標本のデジタル化などの計画を概ね実施した。さらに，連携融合事 戦略本部 「大学運営会議」を設置した （平成17年度の主な活動は次のとおり）」 。
業「水分子の脳科学」遂行のため，ＰＥＴ棟の新営，任期制教員の配置を行った。 企画戦略本部は，学長主導により戦略的施策・方針の企画立案を策定することを(1)

学内の戦略的研究資金である「新潟大学プロジェクト推進経費」により，大型助 目的としており，平成17年度には，①弾力的な人事制度（ 特任教員」制度 ，②災(3) 「 ）
成研究の継続として５件に優先配分を行い，新たに４件を採択し，複数年研究を担 害復興科学センターの設置構想，③人件費削減への対応方針，④流動定員の配置方
保した。また，若手研究者奨励研究の対象を拡げた。 針等の多くの新たな施策・方針を企画立案した。

学内の自主的な学際的研究グループを研究拠点に発展させるために導入した「コ 大学運営会議は，運営全般にわたる事項について幅広く協議することを目的とし(4) (2)
ア・ステーション」制度に基づき 「復興科学センター （平成16年度設置）では， ており，平成17年度には，新潟市や日本政策投資銀行との包括連携協定，文部科学， 」
新潟県地域における災害復興について多角的視野からの調査研究を進めるなど成果 省「大学国際戦略本部強化事業」採択に伴う事業の推進，災害シンポジウムの開催
を上げた。また，新たに６センターをコア・ステーションとして認定した。 等の重要事項について協議を行った。
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２ 戦略的・効果的な資源配分 ２ 特色ある予算配分
第Ⅰ期中期目標期間中に90人の教員定員を流動化し，戦略的な教員配置により， 学長のリーダーシップの下，評価に基づく資源配分の充実を図るとともに，全学的(1)

教育研究の高度化・活性化等を図ることとしている。平成17年度には 「脳研究所」 視野に立ったダイナミックで機動的な財務運営が可能な予算配分を行った。，
「超域研究機構 「地域共同研究センター 「社会連携研究センター 「キャリアセン 平成17年度予算では，教育環境の整備推進（電子ジャーナルの充実，講義室の空」 」 」 (1)
ター」に流動定員を配置した。 調設備の設置等 ，インセンティブ経費の倍増，中越地震等被害学生への授業料免除）

評価に基づく戦略的な予算配分を行うために導入した「インセンティブ経費」に 等が主な特色である。(2)
より，予算の傾斜配分を行った。平成17年度には，実績を踏まえて評価基準等を見 平成18年度予算編成では，優秀な学生の確保，在学生の学業成績向上等の観点か(2)
直すとともに，予算額を１億円に倍増した。本経費は，各組織の長のリーダーシッ ら，新たに学業等成績優秀者に対する給付型の奨学金制度を創設した。また，財務
プにより，教育研究の水準向上や改善に活用された。 状況の分析により，教育関係経費（修学支援貸与金制度，ボランティアセンター経

費，学生募集経費，高大接続事業等）の充実を図ることを決定した。
３ 業務運営の効率化
(1) ３ 外部資金等の自己収入の確保方策全学的に外注化を含めた業務の合理化・効率化について検討し 「外注化・合理化，

できる業務」及び「省力化・廃止できる業務」を洗い出した。また，医歯学総合病 「自己収入の増加に関する目標を達成するための行動計画 （平成16年度策定）の(1) 」
院においては，医事課業務の一部を外注化した。 目標達成に努めた。特に，科学研究費補助金，共同研究費等を評価指標として予算

事務組織の運営状況を点検し，業務の効率化を図るため，①「業務改善推進課」 配分を行う「インセンティブ経費」を倍増し，外部資金の獲得に努めた結果，行動(2)
の新設（３年間の時限設置 ，②外部資金の獲得機能を強化するため，研究支援部の 計画の対象としている外部資金において約１億６千万円の増となった。）
組織を充実，③「学部事務部」を「学系事務部」に再編等を決定した。 学内の各部署に対して検定料，農場・演習林収入，講習料等の収入目標額を設定(2)

し，達成度により翌年度における支出予算を増減させる措置を引き続き行った。
医歯学総合病院では，各診療科が年度内の利益目標額を年度初めに宣言し，年度４ 教育研究組織の柔軟な見直し (3)

「共通基盤組織 「学長・理事直属組織」として整備した各組織については，常に 末にその増分目標額を達成した診療科に増分額の一部を設備費として配分する「成(1) 」
最適な組織形態となるよう見直しを行っており，平成17年度には，新たに「キャリ 果主義」を実施しており，平成17年度には新たに中央診療部門や看護部門について

」 。 ， ，アセンター 「社会連携研究センター」を設置した。また，自然災害に見舞われた地 も導入した さらに 病棟及び外来クラークの活用や特定有期雇用職員制度の導入
， （ ） 。域社会のニーズに応えるため，既設の「積雪地域災害研究センター」を発展的に改 病院教授等の称号付与等により 病床稼働率を向上 対前年度比4.0%上昇 させた

組し，新たに「災害復興科学センター」を設置することを決定した。
(2) ４ 経費の抑制方策学内の自主的な学際的研究グループを研究拠点に発展させるために導入した「コ

ア・ステーション」制度に基づき，平成17年度には 「地域文化連携センター 「物 総人件費改革の実行計画を踏まえ，本学の対応方針を決定した。具体的には，中， 」 (1)
質量子科学研究センター」等の６センターを３年間の時限で設置した。 期的な人件費所要額についてシミュレーションを行った上で，定員削減計画の実施

と外注化等による効率化を推進することにより，人件費の削減を行うこととした。
「省エネ行動計画」の実施による電気料金やガス料金の縮減や，ボイラー設備の５ 外部有識者の積極的活用 (2)

高度の専門的知識，経験を必要とする教育・研究・診療等のプロジェクトに従事 統合による運転管理費の縮減など，光熱水料を約9,460万円縮減した。また，委託業(1)
する教員等を年俸制で有期雇用する制度（特任教員制度）を平成17年度に新たに創 務を見直し，学内廃棄物処理施設を利用することにより経費を縮減するとともに，
設した。 宅配便発送事務の一元化，定期刊行物の契約見直しにより，管理経費を縮減した。

経営協議会等の外部有識者の意見を踏まえて，①「社会連携研究センター 「キャ 医歯学総合病院では，医事課レセプト業務の外注化について年次計画を立て，平(2) (3)」
リアセンター」の設置，②学業等成績優秀者に対する給付型の奨学金制度の創設， 成17年度には職員６人を縮減し，人件費を削減した。
③社会貢献を推進するための予算配分基準の見直し等大学運営に反映した。

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供
６ 内部監査機能の充実
(1) １ 自己点検・評価の充実と活用監事の下に設置された「監事室」や内部監査部署を中心に内部監査が適切に行わ

れた。平成17年度には，業務運営の改善・効率化やキャンパス整備の取り組み等に 「企画戦略本部」の下に設置した「評価センター」を中心に，本学の自己点検・評(1)
ついて監事による部局実地調査が行われ その結果が大学運営に反映された また 価活動を推進した。特に，平成17年度には，法人評価や認証評価等の通常の評価関， 。 ，
内部監査が適切に行われ，監査結果，改善事項がとりまとめられるとともに，前年 係業務に加えて，評価に基づく予算「インセンティブ経費」の配分に係る評価項目
度実施の監査事項についてフォローアップがなされ，所要の改善が図られた。 を見直し，従来の「教育 「研究 「管理運営」に加え「社会貢献」を新たに追加す」 」

るとともに，評価指標等を策定し，予算配分に反映させた。
学内の教育改善の意識を高め，効果的な教授法の実施や改善及びきめ細かい学習Ⅲ 財務内容の改善 (2)

支援方法を全学的に共有することを目指して，全授業科目を対象にした「新潟大学
学長教育賞」を制定し，教育業績に対するインセンティブを付与することとした。１ 予算執行体制の改善

平成16年度に発足した「教育研究院」制度により，予算管理責任者を３学系長と(1)
２ 大学情報の積極的公開と広報活動の充実脳研究所長，医歯学総合病院長とし，学部，研究科を超えた学系レベルでの戦略的

かつ効果的な予算執行体制を確立・運用した。 「広報センター」の体制を強化するとともに，情報公開の基本方針を策定し，社会(1)
予算編成にあたっては，入学者数，在籍者数の状況など授業料収入の動向や本学 への説明責任を明確にした。(2)

と他の国立大学法人の財務状況について分析し，教育関係経費の更なる充実や外部 新潟大学Ｗｅｂサイトのリニューアルと活用，報道機関との懇談会の開催 「新潟(2) ，
資金の獲得推進等を図るための予算を措置するなど，戦略的・効果的な予算配分を 大学ＷＥＥＫ」の継続開催，東京事務所を活用した情報発信等の多様な手段による
行った。 情報発信等により，多彩な情報提供に努めた。


